
要   旨 

１ 作成の背景 

日本学術会議地域研究委員会・地球惑星科学委員会合同地理教育分科会は、高等学校地

理歴史科「地理総合」の実施を踏まえ、令和５年（2023年）９月に見解「「地理総合」の充

実と小学校から大学まで一貫した地理教育の構築に向けて―持続可能な社会の実現を目指

して―」を発出した。これは、UNESCOが主導する世界的な教育改革の動向となっている ESD

（持続可能な開発のための教育。現行学習指導要領の根幹をなす「持続可能な社会の創り

手（担い手）」の育成を目指す教育）に対応している。この見解では、「地理総合」の充実、

小学校から高等学校までの連続的な地理学習、地図/GIS（地理情報システム）教育のコン

テンツ整備、「国際理解と国際協力」の重要性の発信、環境防災学習を支える自然地理教育

の充実、大学等との連携強化、大学での教員養成・共通教育における地理教育の充実及び

入試改革などを示している。 

これらの改革等を早急に実効化するには、まず現時点での課題の解明が欠かせない。さ

らに、地理教育が学校教育における ESDの中核の一つを担っていることを踏まえると、地

理学と他分野との協働が求められ、専門領域を超えた議論の下での改善を進める必要があ

る。なお、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムを提案するに当たり、これまでは

高等学校を中心として議論してきたため、地理教育の入り口となる初等教育については十

分に議論できず、明確な改善策を提示しきれなかった。 

そこで本見解では、小学校から高等学校までの一貫カリキュラムの観点から、初等教育

での地理教育、とりわけ ESDの視点に立った地理学習の現状と課題を明らかにし、改善策

を中心に提示する。他分野の関係者との意見交換を踏まえ、学問の融合的な観点からの改

善を図り、大学教育や社会に実装できる地理教育と関連付けることで、ESD が目標とする

エージェンシー（主体的により良い社会へと変革する能力）の育成につながる地理教育の

改善を目指す。 

２ 現状及び問題点 

 平成 29 年（2017 年）告示の小学校学習指導要領では、身近な地域の学習が縮小され、

地理教育における地域での体験的な学びの機会が減少した。そのため、フィールドワーク

（現地での直接観察・調査を伴う地域調査活動）の学習の基礎を小学校で育成し、中学校、

高等学校で発展させる流れが十分に発揮されなくなっていることが大きな課題である。ま

た、義務教育段階における系統的な世界認識や地球的視野の育成において、学校教育が果

たすべき役割が十分ではない。特に小学校では、外国語科など諸教科で世界の多様な事象

が扱われているが、児童の世界への興味・関心を満たし、国や地域、自然環境などと関連

付ける学習の場が十分には確保されていない。 

高等学校「地理総合」では、開始後の実施状況に加えて小学校・中学校との地理カリキ

ュラムの一貫性に課題がある。また、大学でも、学校教育との連続性や「地理総合」の内

容が十分に浸透していない場合がある。今後は、ESD に関わる環境学や国際理解に関わる



文化人類学などの他分野の成果も踏まえた教員の資質・能力の育成が求められる。 

３ 見 解：ESDの充実を軸とした地理教育一貫カリキュラムの構築と展開 

(1) 地理教育を中核としたフィールドワークの推進：持続可能な社会の担い手育成

フィールドワークの学習は、地域的課題や地球的課題を把握し、課題解決に必要な資

質・能力を育成する上で重要である。地域の特色を捉える力や観察力、コミュニケーシ

ョン（対話）力などのスキルの育成にも効果的であり、地理学習だけでなく他教科の探

究学習につながるとともに、生涯にわたってより良い社会を築き、ウェルビーイングの

向上を図る社会の創り手（担い手）を育成する。特に、ネット探索など机上の資料探索

にとどまらず、現地での観察・調査・体験を伴うフィールドワークの学習で培われるス

キルや思考力は、ESDに貢献し、SDGs達成にも重要な役割を果たす。フィールドワーク

の学習は「総合的な学習（探究）の時間」や複数教科との連携を通じて、地域的課題や

地球的課題を発見し、持続可能な社会の形成に向けたエージェンシーを育む上で重要で

あり、地理教育の充実に不可欠である。 

(2) 小学校で育む世界への関心と学びの充実：小･中学校の連携強化による段階的展開

小学校期から世界の地理学習と ESD の視点を段階的に導入し、ESD の理念を明確にし

たカリキュラムの再構成と、小学校・中学校間の連携強化を図らねばならない。特に小

学校期は、児童が柔軟な思考力や豊かな感受性を育む時期であり、世界の多様な地域や

文化に触れる経験は、国際理解の基盤の形成に高い学習効果を発揮する。この時期の学

習を充実させ、発達段階に応じた体系的な学習内容の整理、教科横断的な連携、探究活

動の活性化、柔軟な教育課程編成を可能とする制度的な保障の充実を通じて、児童・生

徒の知的好奇心を尊重しながら、ESD の理念に基づく地理教育の一貫性と実効性を高め

る必要がある。 

(3) 教員研修と学習体系の構築による「地理総合」の発展

  「地理総合」は、主題学習であることを強調している。これは地誌を軽視しているわ

けではなく、地誌を含めた中学校までの学習を基盤に主題的に展開されるものである。

主題学習では、生徒が自ら問いを立て、課題解決に向けて調査・分析・考察を行う力を

育成することが重視される。こうした「地理総合」を進めるためには、教員が中学校ま

での地理学習との連続性や「地理総合」の主題学習の意義を十分に理解し、実践できる

ような研修や支援体制の充実が必要である。 

(4) 教員養成に関わる大学地理教育の再構築：地理教育における教員養成の現代化

これまでの小学校・中学校・高等学校での学び、「地理総合」で触れたコンピテンシー・

ベースの教育内容を更に発展させ、ESD の理念に基づき持続可能な社会に貢献できる人

材の育成が大学にも求められる。そのためには、多面的・多角的に地球的課題を考え、

学習指導ができる教員の養成が重要となる。教育職員免許状(以下「教員免許」とする。)

取得のための科目（以下「免許取得科目」とする。）にも、多文化共生といった文化人類

学や環境社会学などを始めとする関連分野の成果や知見も取り入れた地理教育の充実

が求められる。そのためには、大学における教員養成課程には、大学地理教育の履修科



目の再構築など、地理教育において時代の要請に応じた教員養成を図るとともに、地理

学及び文化人類学等の隣接分野の専門的な知見に基づく体系的な指導を保障すること

が不可欠である。 

(5) 地理的相互依存作用の「人間化」による意識・態度の育成

 持続可能な社会を構築する人間の育成という地理教育の使命を達成するには、多様性

に満ちた世界を認識すること自体が重要であり、それが学問としての地理学及び学校教

育における地理を学ぶ最大の目的である。この認識が、地理学及び地理教育の社会実装

につながる。持続可能な社会（地球）を担う子どもを育成するためには、ESDを重視し、

より良い社会に変革できる能力、すなわちエージェンシーの伸長が重要である。現状を

踏まえつつ未来志向の地理教育カリキュラムを一層充実させるべきである。こうした取

組こそが、個人の幸福及び人類の幸福、すなわちウェルビーイングの達成に貢献する地

理教育となる。 

(6) 小学校から高等学校までの地理教育一貫カリキュラム（試案）

  ここまでの見解を踏まえ、ESD 充実に向けた小学校から高等学校までの地理教育一貫

カリキュラムの試案を提示した。内容や技能の達成段階を学校種ごとに整理し、現行の

学習指導要領の範囲で実施可能な構成とした。試案は今後の検討の出発点であり、学校

種間の連携や教員研修の充実、大学における地理教育や教員免許制度の見直しと併せて

発展させていく必要がある。さらには、分野や教科を超えた融合的な学習を、教育学や

現場教員との連携を深めながら、柔軟に組み入れられるカリキュラムを作成しやすいよ

うな学習指導要領の在り方を検討すべきである。 
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	⑥　ESD推進と地理教育の役割の明確化
	ESDが国際的に重視される中、地理教育の役割は十分に明確化されているとはいえない。地理教育は、地球規模の課題を「どこで」「なぜ」起きているのかという地理的背景から捉える視点を提供し、持続可能な社会の創り手（担い手）を育成する上で重要な役割を果たす。近年、ESDやSDGs教育では、行動や態度が重視される一方で、思考の基盤となる地域の自然や社会・文化などの事象に関する個別的・基礎的な知識や概念などの理解が十分に重視されなかったり、後回しにされたりする場合も見受けられる。地理教育は本来、課題解決に必要な...
	(3)　「地理総合」実施後の現状と課題
	令和４年（2022年）度から実施されている高等学校等の教育課程で、地理歴史科に新設された必履修科目「地理総合」は設置５年目に入った。この間、高等学校等の現場で多くの実践が積み重ねられるとともに、令和７年（2025年）度入試からは、大学入学共通テストなどの大学等入試でも「地理総合」やその発展科目である「地理探究」の問題の出題が開始された。さらに、令和６年（2024年）12月からは次期学習指導要領改訂に向けた中央教育審議会など各方面の動きも始まっている。
	日本地理学会地理教育専門委員会は、「地理総合」授業の現状や課題を把握するため、全国の高等学校教員を対象に実態調査を実施した6F 。この調査は、今後の学習指導や支援体制の充実、さらには次期学習指導要領の改訂に向けた基礎的な資料を得ることを目的とした。調査は地理教育専門委員会と本分科会の企画により、令和７年（2025年）４月から７月にかけて実施され、地理歴史・公民科の教育課程や採択教科書、「地理総合」の学習指導などについて、全国各地の高等学校教員329名から回答を得た[26]。この調査結果をもとに、令...
	必履修科目「地理総合」を１年生で実施すると回答した教員は57％、２年生での実施は34％で、１年生での実施率が顕著に高い。「地理総合」は中学校までの社会科等で習得した知識やスキルを活用する主題学習として位置付けられているため、中学校の学習内容を高等学校の教員が理解していることが不可欠である。しかし、例えば「中学校で地域調査について学ぶ学習の内容とその知識・技能の定着度」に関する情報や研修を求めている教員は13％にとどまっている。この低い数値は、高等学校の教員が中学校の学習内容を既に理解しているという...
	一方、課題の追究及び課題の設定と発表型の授業を行っている教員は２割に満たない。背景には、教員が感じている指導上の制約がある。具体的には、地域調査などに必要な時間数の確保が必要と考えている教員が45％、地域調査の内容や方法に関する研修が必要と考えている教員が41％いる。つまり、地域調査の指導の仕方が分からないというスキル面、実施したくても時間数が確保できないという環境面での課題を多くの教員が抱えており、調査学習が講義中心となっていることが現状の課題といえる。
	さらに、この調査では、教員の教えやすさ・教えにくさと教員から見た生徒の学びやすさ・学びにくさが示されている。その結果が表３である。
	この調査結果によると、最も教えやすく、また教員から見て「生徒が学びやすい」と判断された中項目が「生活文化の多様性と国際理解」である。この内容は従来の地理学習に近く、また中学校社会科地理的分野の世界地誌の内容とも関連しやすいため、教員・生徒双方にとって取り組みやすい項目といえる。一方で、最も教えにくく、学びにくい項目とされたのがESDに深く関わる「生活圏の調査と地域の展望」である。地域調査は本来、小学校や中学校でも実施されるべき内容であるものの、前述したように、教員が研修として希望する講習内容の一つ...
	なお、「地理総合」に対する教員の評価を見ると、充実させるべき項目として「自然環境と防災」（34.7％）と「地図や地理情報システムと現代世界」（24.8％）が挙げられている。一方、現状維持を望む項目は「地域的課題と国際協力」（70.1％）、「生活文化の多様性と国際理解」（67.2％）などで、他の項目でも55％以上となっている。さらに削減したい項目として最も高いものでも「生活圏の調査と地域の展望」（11.8％）にとどまっている。
	以上のことから、「地理総合」の学習内容自体は教員におおむね理解され、着実に浸透しつつある。しかし、地域調査の学習や、中学校との連携といった課題は改善されておらず、これらは喫緊の課題として早急に取り組む必要がある。さらに「地理総合」では、中学校までの地誌学習や系統地理学習といった地理的アプローチを基盤として、ESDの視点を取り入れた主題学習として、課題設定や探究的な学習形態が求められる。しかし、そうした学習方法が十分に実践されているとはいえない。この背景には、教員が新しい指導法を理解し習熟するための...
	(4)　大学における地理教育の現状と課題
	小学校から高等学校までの一貫した地理教育カリキュラムを実施するに当たっては、大学における免許取得科目（地理学等の専門知識を学ぶ「教科に関する科目」）と、社会科・地理歴史科教育法などの教え方を学ぶ教科教育科目においても、以下の課題を踏まえた講義内容の検討が必要である。
	第一は、地球的課題に対する持続可能な社会構築（SDGs達成）のため、場所・国といった基礎的な理解の上にESDに地理学が取り組む必要がある点である。「地理総合」では、主題学習を通じて課題を見出し、その課題の解決を探究する学習が求められる。地理で主題学習を行うには、地理的な見方・考え方に着目して、地域という枠組みで地球的課題に取り組む視点が重要である。その解決のためには、グローバルな観点とその地域に応じたローカルな観点との両側面からのアプローチが不可欠である。また、地理の概念・観点に基づいて環境学や文...
	第二は、人間圏―生物圏―地球環境をシステムとしてとらえる必要がある点である。
	Folkeら［27］がハーマン・デイリー（H.Daly）の思想、すなわち、自然資本を土台とした経済・社会の形成が人々の幸福を実現するという点を踏まえ、SDGsの目標17（パートナーシップ）を頂点とし、他の目標をその下の３つの階層「経済圏」「社会圏」「生物圏」としたSDGs向けにアレンジしたウェディングケーキモデルが示すように、経済・社会からなる人間社会（人間圏）は自然資本（生物圏）に支えられている。これらは地球環境という基盤の上に成り立っており、人間圏―生物圏―地球環境は相互に作用するシステムを形...
	図７　SDGsウェディングケーキモデル
	学校教育をめぐっては様々な課題が浮上している。教員の過剰な負担や、教員の資質向上が大きな問題になっており、政府などにより改善策が提示されてはいる。しかし、教員の負担が大きいとされる中で、どのように改善していくのかは、行政だけでなく、大学の教員養成の教育とも関わる。このことは、「地理総合」において特に深刻であり、その対応は急を要するが、地理教育、ESDにおいては、小学校から高等学校までのESDに関わる地理教育だけでなく、大学教育としても考えるべき状況となっている。
	地理教育の社会実装を考える上で、『君たちはどう生きるか』[28]の一節は示唆に富んでいる。主人公コペル君は、ある日、幼い頃に飲んだオーストラリア産の粉ミルクが、無数の人々の労働や流通を経て自分の手元に届いていた事実に気付く。「人間分子網の目の法則」と名付けたこの発見を通じて、コペル君は「どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送るか」を問うことができるようになったのである。地理教育においても、地球的課題を自分ごととして捉え、国際協力の必要性を認識する意識・態度の社会実装のためには、地理的相互依...


	４　見　解：ESDの充実を軸とした地理教育一貫カリキュラムの構築と展開
	フィールドワークの学習は、発達段階に応じて、身近な地域から市町村レベル、県レベル、国レベルへと地域スケールを単に拡大して学習するものではない。算数・数学や理科の学習において、公式や理論の基礎的な内容を学習した後、応用問題を解く力の育成を図るという一連の学習の順序性と同様に、フィールドワークの学習も基礎的スキルを習得後、それを発展させて情報収集と分析を伴ったデスクワークと、フィールドでの観察力の育成、多様な調査方法の習得やコミュニケーション能力の育成、調査結果について考察や調査成果を発表する表現力の...
	フィールドワークを通した学習は地域的課題や地球的課題を調べ、課題解決のために必要な資質・能力を育成するために重要であり、学校における地理学習だけではなくすべての教科の探究学習につながるとともに、生涯にわたってより良い社会を築き、ウェルビーイングの向上を図る社会の創り手（担い手）を育む。つまり、フィールドワークの系統的な学習で習得したスキルや思考力は、地球的規模での課題の解決を図るESDに貢献し、SDGs達成に重要な役割を持っている。フィールドワークについては地理教育だけではなく、総合学習の機会など...
	(2)　小学校で育む世界への関心と学びの充実：小･中学校の連携強化による段階的展開
	持続可能な社会の創り手（担い手）を育成するためには、世界を自国に付随する学習対象としてではなく、独立した対象として捉える学習構造への転換が重要である。小学校段階ではまず、児童の知的好奇心を活かし、世界の多様な自然環境や文化に触れることで、「違いは面白い」という肯定的な受容の感覚を育みたい。それを土台として、段階的に多角的・空間的・総合的な視点から地球規模の課題を捉える力を身に付け、自ら「世界像」を描き出せるよう支援することが、地理教育の果たすべき役割である。
	以下の具体的な改善案は、カリキュラム・オーバーロードを避け「深い学び」を実装し、学校や地域の実態に応じた柔軟かつ効果的な実践や教科横断的な教育課程、小学校・中学校の一貫性を可能とするものである。
	①　態度・価値観の基盤となる基礎知識の獲得と小学校・中学校の系統性の整備
	小学校段階では、児童の関心が高い現行の第５学年「大陸と海洋、主な国」の学習を充実させ、その後の産業学習や歴史、国際社会の学習、さらには中学校地理への円滑な接続を図ることが重要である。小学校では、国際理解の観点から他教科も含め「国旗の尊重」が学習指導要領の随所に記され、児童は強い関心を示す。このような関心も活かし、未知の知識の習得に前向きな小学校段階で、基礎的な国の位置や名称を楽しく習得し、中学校での更なる深化へと繋げることが望ましい。
	また、第６学年の「つながりが深い国の生活」は、従来の「日本と経済や文化などの面でのつながり」に限定せず、地域や児童の実態に合わせ柔軟に学習対象となる国を選定することが望ましい。特に、できるだけ多様で日本と環境や文化が大きく異なる国、さらには従来あまり着目されてこなかった在日者の多いベトナム、フィリピン、ネパールなどの扱いは、多様性への理解と尊重の態度を育む一助となる。各国を独立した存在として捉え、その国の環境や文化を主体的に学ぶ視点は、現行中学校で扱われている「世界各地の人々の生活と環境」への円滑...
	このように、小学校段階から世界を地理的に捉える基礎を養い、中学校では州別主題学習を通じて探究的な学びに十分な時間を確保し、国や地域の関係性や地球的課題を空間的に捉える力を重点的に育成すれば、児童・生徒の発達段階に応じた効果的な学びにつながる。そのためには、小学校段階から高等学校段階まで見通した世界の学習のカリキュラムを策定すべきである。
	②　教科横断的な連携と探究活動の活性化
	諸教科（外国語、音楽、国語、道徳など）や総合的な学習の時間などと連携し、世界の事象を空間的枠組みで再構成する活動を意識的に組み込む。他教科での世界との出合いを活かし、社会科は世界の学習の基盤・プラットフォームとして、児童の興味関心を広げる役割を担う。例えば、外国語科で扱う国や地域について、社会科で地理的視点から取り上げることで、児童の理解や興味を深められる。また、国際理解等をテーマとした総合的な学習であれば、活動で生じた児童の気付きや疑問を、社会科が地理的・空間的な視点で掘り下げ、世界の多様性や課...
	さらに、地球儀や地図帳を他教科や総合的な学習の時間でも積極的に活用し、視覚的世界認識の育成を図る。これらの教材を「探究のツール」として位置付け、児童が親しみをもって触れる機会を増やし、興味関心に応じて主体的に活用する習慣を身に付けることを支援できる。地球儀や紙地図を通じて養われる地図概念や俯瞰的視点は、児童がデジタル地図等を使いこなすための前提となる。
	③　実装のための制度的保障の充実
	世界についての学習機会を保障し、その質を高めるため、文部科学省には、「世界の学習を通じての多様性・共感の育成」「段階的・系統的な学びの意識化」「多様性・独立性への理解」などの観点を、学習指導要領やその解説に具体的に明記し、他教科と連携した国際理解やESDにつながる柔軟な教育課程編成を可能とするための、授業時数の弾力的な運用や教材整備の支援など、実質的な制度的保障の充実が求められる。教育委員会には、こうした制度の趣旨を踏まえたカリキュラム編成や、現場の実践を支援する体制の整備、実践事例の共有、教員研...

	(3)　教員研修と学習体系の構築による「地理総合」の発展
	「地理総合」の学習内容は、担当する教員にはおおむね理解され、着実に浸透している。しかし、授業形態にはそれが十分に反映されていない。例えば、地域調査の実施状況の低迷はその一例といえよう。このような課題を改善するためには、教員が小学校から高等学校までどのような地理学習が行われ、各段階でどのような資質・能力が育まれるのか、理解を深める姿勢が不可欠である。高等学校の教員は、小学校・中学校で培われた力をどのように発展させるかを意識して指導すべきである。小学校・中学校の教員は、自分たちが育成しようとしている資...
	他方、中学校での地誌学習は、動態地誌的学習の導入や、地理学だけでなく他分野の成果や知見の取り入れにより、新しい現代的な課題にも対応している。例えば地域による社会進出の相違などは社会学や文化人類学の成果が有効である。また、地誌を説明するだけでなく、地理的な見方・考え方に基づいて課題を捉えることで、地誌学習においても分析的な学びが可能となり、地理的概念や主題に基づいて学習が展開されるアメリカやヨーロッパ、近年、探究型学習を強化しているアジア諸国などで行われている地理学習と同様に、質の高い地誌学習が展開...
	「地理総合」では、こうした中学校社会科での学習内容を高校の教員が十分に踏まえ、主題学習にスムーズに移行できるよう生徒を指導することが求められる。そのためには、中学校と高等学校の教員が相互に地理学習の内容を理解し合えるよう、教育委員会などが対話の場を設置すべきである。また、中学校の地理学習を充実させるためには、小学校段階から世界について学ぶ機会を設ければ、中学校での学習負担の軽減にもつながる。校種間で学習の流れがスムーズになるよう小学校、中学校、高等学校を通じた一貫したカリキュラムを早急に整備する...
	(4)　教員養成に関わる大学地理教育の再構築：地理教育における教員養成の現代化
	これまでの小学校・中学校・高等学校での学び、「地理総合」で触れたコンピテンシー・ベースの教育内容を更に発展させ、持続可能社会の構築に向けて、①環境問題や災害の現場に直接触れ、自ら環境と社会とのつながりを考える機会を充実させること、②環境・災害、世界の諸地域に関わる最新情報を関係機関から収集し、客観的な情報インフラを整備すること、③情報集約・解析を進め、学際的・俯瞰的研究を深化させ、人間圏―生物圏―地球環境からなるシステムを理解し、社会問題解決への介入点を明らかにすること、などが必要である。
	そのためには、教員養成課程において、地理学を専門とする教員を必ず配置し、地理学と隣接分野の文化人類学やグローバルスタディなどの専門領域の基礎的知識とフィールドワークの学習体験をもった教員を養成する必要がある。その上で従来の「自然地理学」「人文地理学」「地誌学」といった枠組みに捉われず、地球から地域までを俯瞰する地球的・国際的視野を持つ人材育成を意識した講義や実習の設計が求められる。加えて、大学教員のこうした意識改革を促すためには、大学・大学院での教育や、公的研究資源の配分機関において、システム的・...
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